
（単位：千円）

資  産  の  部 負  債  の  部
科      目 金      額 科      目 金      額

流動資産 40,120,325 流動負債 18,746,510

  現金及び預金 619,138   買掛金 1,585,621
  割賦債権 12,142,028   短期借入金 8,000,000
  リース債権 2,352,411   １年以内返済予定の長期借入金 8,760,588
  リース投資資産 24,881,970   リース債務 5,017
  リース料等未収入金 62,499   未払金 10,625
　前払費用 171,983   未払費用 68,244
  未収収益 30,407   未払法人税等 46,467
  未収消費税等 91,648   賃貸料等前受金 106,238
  その他の流動資産 18,694   リース料等前受金 153,279
  貸倒引当金 △ 250,455   前受収益 656

  その他の流動負債 9,771

固定資産 653,246 固定負債 17,047,273

  有形固定資産 442,635   長期借入金 16,294,979
     賃貸資産 247,184   長期リース債務 5,002
     社用資産 195,451   長期未払金 640,930
　　　　建物 71,556   繰延税金負債 19,100
　　　　建物附属設備 11,015   退職給付引当金 86,958
　　　　土　地 91,180   その他の固定負債 302
　　　　その他 21,698
  無形固定資産 27,474
     社用資産 27,474
　　　　ソフトウエア 26,633 負  債  合  計 35,793,783
　　　　その他 840 純  資  産  の  部
  投資その他の資産 183,136 株主資本 4,897,178
     投資有価証券 139,790   資本金 500,000
     破産更生債権等 58,224   資本剰余金 358,000
     長期前払費用 307     資本準備金 358,000
     差入保証金 3,481   利益剰余金 4,039,178
     その他投資 35,263     利益準備金 8,780
     貸倒引当金 △ 53,931     その他利益剰余金 4,030,398

    　　繰越利益剰余金 4,030,398
評価・換算差額等 82,609
    その他有価証券評価差額金 82,609

純  資  産  合  計 4,979,788
資  産  合  計 40,773,571 負債及び純資産合計 40,773,571

貸  借  対  照  表
（2023年 3月31日現在）



（単位：千円）

科           目

売 上 高  9,884,183

     リース売上 9,095,150
     割賦収益 225,042
 　　その他の売上高 563,989

売上原価 8,845,879

     リース原価 8,026,698
     資金原価 82,748
  　 その他の売上原価 736,432

売上総利益 1,038,303

販売費及び一般管理費 723,313

営業利益 314,989

   営業外収益 6,103

 　　 受取利息及び配当金 6,026
      その他の営業外収益 77

   営業外費用 4,196

      支払利息 2,779
      その他の営業外費用 1,417

経常利益 316,897

税引前当期純利益 316,897

    法人税、住民税及び事業税 72,474

    法人税等調整額 26,764

当期純利益 217,658

損   益   計   算   書
（自 2022年04月01日  至 2023年 3月31日）

金                 額
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個 別 注 記 表 

金額記載単位に関する注記 

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準および評価方法 

(１) 有価証券の評価基準および評価方法 

その他有価証券 

① 市場価格のない株式等以外のもの‥‥時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

② 市場価格のない株式等‥‥移動平均法による原価法 

(２) 貯蔵品の評価基準および評価方法 

       個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１) 賃貸資産 

見積賃貸期間を償却年数とし、当該期間終了時の処分見積価額を残存価額とする定額法 

(２) 社用資産 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

建    物‥‥‥‥‥定額法 

建物附属設備‥‥‥‥‥定率法（ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、

定額法） 

そ  の  他‥‥‥‥‥定率法 

② 無形固定資産 

ソフトウェア‥‥社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

       ③ リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

‥‥リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

 

３．引当金の計上基準 

(１) 貸倒引当金‥‥‥‥債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(２) 退職給付引当金‥‥従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。 

            退職給付引当金および退職給付費用の計算に、退職給付にかかる期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 

４．収益・費用の計上基準 

(１) ファイナンス・リース取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

リース料を収受すべき時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

(２) オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準 

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、その経過期間に対

応するリース料を計上しております。 

(３) 割賦販売取引に係る売上高および売上原価の計上基準 

利息相当額を売上高として各期に配分する方法によっております。 
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 (４) 金融費用の計上基準 

金融費用は、売上高に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしております。 

その区分の方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基準として

営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金融費用を営業外費

用に計上しております。 

なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれらに対応する受取利息を控除して計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－3－ 

 

 

貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産および担保にかかる債務 

                                              （単位：千円） 

種  類 

担保に供している資産 担保にかかる債務 

当事業年度末 

帳簿価額 
担保権の種類 内  容 

当事業年度末 

残高 

リース債権 ６１９,８７４ 

譲渡担保 

１年以内返済予定の 

長期借入金 
７８４,０００ 

リース投資資産 １,８２６,６９２ 

割賦債権 ５３２,２８１ 長期借入金 １,３２５,５００ 

計 ２,９７８,８４８  計 ２,１０９,５００ 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

                      （単位：千円） 

賃貸資産 １７,４８６ 

建物 ５９,１８９ 

建物附属設備 ４３,５２６ 

その他 ５２,０８８ 

計 １７２,２９０ 

 

３．リース債権・リース投資資産および割賦債権の内訳 

                                             （単位：千円） 

 リース債権 リース投資資産 割賦債権 

債権額 ２,４４９,２１５ ２６,６１４,１１４ １２,１４２,０２８ 

見積残存価額 ―   ６５２,９０１ ―   

維持管理費用相当額 △１４,９７８ △９９６,９０３ ―   

受取利息相当額 △８１,８２６ △１,３８８,１４１ ― 

計 ２,３５２,４１１ ２４,８８１,９７０ １２,１４２,０２８ 

 

４．未経過リース期間にかかるオペレーティング・リース契約債権 

                      （単位：千円） 

リース債権 ４０,４９１ 

 

５．１年を超えて入金期日の到来する営業債権等 

（単位：千円) 

リース債権 １,７９８,５１５ 

リース投資資産 １８,３６８,７８１ 

割賦債権 ８,０６０,６５２ 

未経過リース期間にかかるオペレーティング・リース債権 ３０，４１３ 

計 ２８,２５８,３６３ 

 

６．関係会社に対する金銭債権債務 

（単位：千円） 

金銭債権 

 短期 

 

１,４３３,２０４ 

金銭債務 

 短期 

 長期 

 

９,４２１,５８８ 

１１,４１９,４７９ 
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７．リース債権およびリース投資資産にかかるリース料債権部分について、貸借対照表日後５年以内における１年ご

との回収予定額および５年超の回収予定額 

（単位：千円） 

１年以内の回収予定額 ８,８９６,０３３ 

１～２年以内の回収予定額 ６,９６１,８２３ 

２～３年以内の回収予定額 ５,４５７,３５３ 

３～４年以内の回収予定額 ３,３８２,５４１ 

４～５年以内の回収予定額 ２,０９６,６０５ 

５年超の回収予定額 ２,２６８,９７３ 

計 ２９,０６３,３３０ 

 

 

損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

（単位：千円） 

売上高 

リース売上高 

その他の売上高 

５８９,３４２ 

５８９,３４２ 

０ 

仕入高（資金原価） ５４,３８２ 

販売費及び一般管理費 ３６４,９２０ 

営業取引以外の取引高  

 受取利息 ０ 

 支払利息 １,８２５ 

 

２．資金原価の内訳 

（単位：千円） 

支払利息 ８２,７５８ 

受取利息 △１０ 

計 ８２,７４８ 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

 
当事業年度 

期首株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

末株式数 
摘要 

発行済株式      

 普通株式 ２,０００ ― ― ２,０００  

  合 計 ２,０００ ― ― ２,０００  
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２．配当に関する事項 

   (１)配当支払額 

付  議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2022年6月29日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 １１０,０００ ５５,０００ 2022年3月31日 2022年6月30日 

 

 

   (２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

     次のとおり付議を予定しております。 

     

付  議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（千円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2023年6月29日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 １００,０００ 利益剰余金 ５０,０００ 2023年3月31日 2023年6月30日 

 

 

税効果会計に関する注記 

 １．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                         （単位：千円） 

   繰延税金資産 

    未払事業税                    ３,１９４ 

    未払賞与                    ７,６０４ 

    退職給付引当金                ２６,４３５ 

    貸倒引当金                  ７４,５３５ 

    貯蔵品評価損                     ５８８  

   繰延税金資産小計               １１２,３５８ 

   評価性引当額                    △９２８ 

   繰延税金資産合計               １１１,４３０ 

繰延税金負債 

 割賦債権                    ９４,４４８ 

     その他有価証券評価差額金           ３６,０８２ 

   繰延税金負債合計               １３０,５３０ 

   繰延税金負債の純額               １９,１００ 

 

 

 

金融商品に関する注記 

 １．金融商品の状況に関する事項 

   （１）当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等金融機関からの借入に

より行っております。 

   （２）リース債権、リース投資資産、割賦債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。 

また、投資有価証券は主に株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

   （３）借入金の使途は運転資金（主として短期）およびリース物件購入資金（長期）であります。 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2023年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。なお、 
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市場価格のない株式等（貸借対照表計上額２,９９０千円）は、「その他有価証券」には含めておりません。 

   「現金及び預金」「買掛金」「短期借入金」については、現金であること、および預金、買掛金、短期借入金は 

短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

 

                                              （単位：千円） 

 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額 

(1) 割賦債権 

   貸倒引当金 

１２,１４２,０２８ 

△９８,２２４ 

  

１２,０４３,８０３ １２,１２４,８８７ ８１,０８３ 

(2) リース債権 

   貸倒引当金 

２,３５２,４１１ 

△８,９４２ 
  

２,３４３,４６９ ２,３６３,０４３ １９,５７４ 

(3) リース投資資産 

   貸倒引当金 

２４,８８１,９７０ 

△１４３,１８８ 
  

２４,７３８,７８１ ２５,０２４,１８８ ２８５,４０６ 

(4) 投資有価証券 

   その他有価証券 

 

１３６,８００ 

 

１３６,８００ 

 

－ 

(5) 破産更生債権等 

   貸倒引当金 

５８,２２４ 

△５３,９３１ 

  

４,２９２ ４,２９２ － 

(6) 長期借入金 (２５,０５５,５６７) (２４,９４７,８６６) △１０７,７００ 

(7) 長期未払金 (６４０，９３０) (６３６,６４０) △４,２８９ 

 (*) 負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

    金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベ 
ルに分類しております。 

     レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時価 
     レベル２の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定 

した時価 
       レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 
      時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ 

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 
      
    (1) 割賦債権、(2) リース債権および(3) リース投資資産 
      これらの時価については、元利金等の合計額を同様の新規リース契約取引および新規割賦契約取引を行っ 
      た場合に想定される利率で割り引いて算出しており、レベル３の時価に分類しております。 

また、破綻懸念先に対する債権については、担保および保証による回収可能見込額に基づいて貸倒見積高 
を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似
しており、当該価額をもって時価としております。 

(4) 投資有価証券 
      上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。 
    (5) 破産更生債権等 

破産更生債権等は、担保および保証による回収可能見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、
時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を
もって時価としていることから、レベル３の時価に分類しております。 

 
(6) 長期借入金 

      長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定しており、レベル３の時価に分類しております。 

      なお、長期借入金には１年以内返済予定の長期借入金を含んでおります。 
    (7) 長期未払金 
      長期未払金の時価については、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、

返済期日までの期間を加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類し
ております。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社との取引 



 

－7－ 

 

属

性 

会

社

等

の

名

称 

住

所 

資本金 

(千円) 

事

業

の 

内

容 

議決権

等の 

被所有

割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科 目 

期末残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

親

会

社 

㈱ 

南 

都 

銀

行 

奈

良

市

橋

本

町

1

6 

37,924,152 

銀

行

業 

間接 

100％ 

兼任 

３名 

転籍 

５名 

事業資金 

の借入 

・ 

情報機器

等の 

リース等 

短期事業

資金の 

借入 

(注１) 

20,900,000 

短期 

借入金 
3,000,000 短期事業

資金の 

返済 

(注１) 

18,200,000 

長期事業

資金の 

借入 

(注１) 

4,000,000 

１年以内 

返済予定の 

長期借入金 

6,421,588 

長期 

借入金 
11,419,479 

長期事業

資金の 

返済 

(注１) 

6,326,933 

利息の 

支払 

(注１) 

56,217 
前払費用 

(前払利息) 
8,752 

リース料

の受取 

(注２) 

 

587,811 

未収収益 

(未収利息) 

 

5,027 

リース料等

前受金 
36,019 

リース 

投資資産 
815,793 

賃貸資産 48,144 

 (注１) 短期事業資金の借入および長期事業資金の借入利率は一般市中金利等を勘案して、一般的取引条件と同様の

取扱を受けております。 

(注２) リース取引の条件は、一般市中金利等を勘案して、一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

 

 

 

 

 

 

２．兄弟会社との取引 

属 会 住 資本金 事 議決権 関係内容 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 



 

－8－ 

 

性 社

等

の

名

称 

所 (千円) 業

の 

内

容 

等の 

被所有

割合 
役員の 

兼任等 

事業上の 

関係 

(千円) (千円) 

親

会

社

の

子

会

社 

南

都

信

用

保

証

㈱ 

奈

良

市

大

宮

町

４

丁

目

２

６

６

番

地

の

１ 

１０，０００ 

信

用

保

証

業 

なし 
兼任 

２名 

事業資金 

の借入 

短期事業

資金の 

借入 

(注１) 

5,500,000 

短期 

借入金 
5,000,000 

短期事業

資金の 

返済 

(注１) 

5,500,000 

(注１) 短期事業資金の借入利率は一般市中金利等を勘案して、一般的取引条件と同様の取扱を受けております。 

 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額         ２,４８９,８９４円１１銭 

 ２．１株当たり当期純利益          １０８,８２９円４１銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 


